
資料４

○第３次提案のうち検討の対象とならない事項

提案者名 特区計画の名称 規制の特例事項 今回の検討の対象とならない理由

北海道芦別市
都市部における農業
担い手支援特区

農業振興地域の適用範囲の拡
大

ご提案の内容は、都市計画用途区域内の農地について
も農業振興地域内の農用地と同様に補助事業の対象と
することを単に求めるものであるため。

青森県三沢市
ＭＩＳＡＷＡ・アメリカ
村国際商業特区

保税蔵置場内で消費される食
品等についての関税の免除

ご提案の内容は、保税蔵置場内で消費される食品等に
ついて関税の免除を単に求めるものであるため。

群馬県水上町、水上
町観光協会、（有）谷
川岳一ノ倉沢ロープ
ウェー

谷川岳一ノ倉沢代替
輸送事業

公園事業執行認可の特例
ご提案の内容は、ロープウェー設置事業を行う上で、支
障となっている具体的な規制が明確でないため。

埼玉県越谷市教育
委員会

学校施設耐震化促
進特区

義務教育費諸学校施設費国庫
負担制度の弾力的な運用

ご提案の内容は、公立小学校の耐震化事業の事業費に
あてた公募債の相当額を国庫補助の対象とすることを単
に求めるものであるため。

埼玉県吉川市
農用地利用集積特
区

相続税の納税猶予該当農用地
でも、利用権設定を可能にす
る。

ご提案の内容は、賃借権等の利用権を設定した農用地
についても、条件なく、相続税の納税猶予の対象とするこ
とを単に求めるものであるため。

東京都大田区
ＯＴＡ国際産業・知的
財産推進特区

小規模法人の事業継承等のた
めの税制の確立

ご提案の内容は、小規模な法人が事業承継を行う際に
法人税等を軽減することを単に求めるものであるため。

東京都大田区
ＯＴＡ国際産業・知的
財産推進特区

特許料及び審査請求料の減免
措置における措置内容及び要
件の緩和

ご提案の内容は、現行の特許料等の減免措置の対象と
なる企業の要件を緩和することを単に求めるものである
ため。

神奈川県横浜市 国際物流特区
総合保税地域における関税課
税物件の確定時期に関する選
択性の導入

ご提案の内容は、関税の課税物件の確定時期の選択性
を導入することにより関税の軽減を行うことを単に求める
ものであるため。

神奈川県横浜市
文化芸術創造交流
特区

廃棄処分品に対する関税の免
除

ご提案の内容は、保税地域内の展示品等を廃棄処分す
る場合に、当該処分品にかかる関税を免除することを単
に求めるものであるため。

長野県
担い手育成事業特
区

経営体育成基盤整備事業等の
要件緩和による農業の担い手
確保の促進

ご提案の内容は、現行の補助事業である経営体育成基
盤整備事業等の担い手要件及び補助対象工種について
地域の判断に委ねることを単に求めるものであるため。

※ご提案いただいた規制の特例事項のうち、支障となっている具体的な規制が明確でないもの及び単なる税財源措置の優遇を求め
るものに該当する以下のものについては今回の検討の対象とならないものとして取扱います。
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長野県
農業用水路小水力
発電特区

農業用水路小水力発電

ご提案の内容は、農業用水路小水力発電をかんがい排
水事業の補助対象となっている水力発電施設の対象に
追加すること、売電収入の国庫納付の免除を単に求める
ものであるため。

長野県
ふれあい・やすらぎ
温泉地整備事業補
助要件緩和特区

ふれあい・やすらぎ温泉地整備
事業の補助要件の緩和

ご提案の内容は、補助制度の事業主体に温泉組合等を
追加することを単に求めるものであるため。

長野県 木材産業振興特区
木材関係施設整備等の補助対
象事業主体及び補助率に係る
規制緩和

ご提案の内容は、木材関係施設整備等の補助事業の対
象となる団体の資格要件を緩和するとともに、現行で１／
３の補助率を適用されている者に対して１／２補助率を
適用することを単に求めるものであるため。

岐阜県多治見市
国有資産等所在市
町村交付金の算定
率見直し

国有資産等所在地市町村交付
金法第３条第１項の見直し

ご提案の内容は、国有資産等所在地市町村交付金の増
額を単に求めるものであるため。

静岡県掛川市
ＢＤＦリサイクルによ
る循環型社会形成
特区

地方自治体が精製するＢＤＦ使
用にかかる軽油引取税の非課
税化

ご提案の内容は、地方公共団体が精製したＢＤＦ（生物
系ディーゼル燃料）を軽油引取税の非課税対象にするこ
とを単に求めるものであるため。

兵庫県小野市 密集市街地特区

密集市街地における住宅用地
に対する固定資産税の課税標
準の特例の拡大適用（密集市
街地特区）

ご提案の内容は、老朽木造住宅が存している土地にお
いて、当該住宅を取り壊した場合にも、住宅用地に対す
る固定資産税の課税標準の特例を適用することを単に
求めるものであるため。

愛媛県今治市 地産地消推進特区
農業者年金受給者の地産地消
の担い手への参加

ご提案の内容は、農業者年金の特例付加年金の支給要
件を年齢要件のみとすることを単に求めるものであるた
め。

愛媛県'今治市 地産地消推進特区
地産地消のために利用権設定
で農地を貸した場合の納税猶
予の継続

ご提案の内容は、賃借権等の利用権を設定した農用地
についても、条件なく、相続税の納税猶予の対象とするこ
とを単に求めるものであるため。

福岡県北九州市
北九州市国際物流
特区

（財）北九州産業学術推進機構
（ＦＡＩＳ）の経営の円滑化

ご提案の内容は、現行の税制優遇措置の適用条件であ
る特定公益増進法人認定基準の引き下げを単に求める
ものであるため。

㈱日本公益基金人
材開発センター

東京都（23区）ビジネ
スインターンシップ実
施フロンティア・ハイ
スクール指定校資格
授与の第三者機関
申請

学校財務における新規事業推
進等に規制となっている事項
／法令の撤廃

ご提案において、支障となっている具体的な法令等につ
いて「追ってご連絡します」とあるが、その後、ご連絡がな
く、具体的な規制の明確でないため。

㈱ピンチェンジ
PLC特区による省電
力及び情報化対応
を促す施策

PLCを用いて高速情報ネットを
構築し,実証実験フィールドとす
る｡

ご提案にあるＰＬＣ（電力線を使った情報通信）を用いた
実証実験において、支障となっている具体的な規制が明
確でないため。
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㈱ピンチェンジ ロボット特区

ロボットが一般公開空間に出るた
めには、自動車と同じ規制を受け
る『道路交通法』の規制対象となる
が、実際には歩行やもっと速い速
度のものもあるわけである。｢道路
交通法｣の規制の中で行動するこ
とになり自由が損なわれたり実情
に合わないことになる｡ロボットが
そのままで、社会生活を送るという
わけには行かないことになる｡

ご提案において、支障となっている具体的な規制が明確
でないため。

㈱ピンチェンジ
小学校低学年への
IT教育の実施＝教
育特区の拡大

小学校低学年へのIT教育の実
施＝教育特区の拡大

ご提案にある小学校低学年へのIT教育の実施につい
て、支障となっている具体的な規制が明確でないため。

㈱ピンチェンジ 土日クラブ 土日クラブ
ご提案において、「土日クラブ」事業を実施する上で支障
となっている具体的な規制が明確でないため。

財団法人　成研会

全国職業安定所（65
才以上死者扱い）障
害者共生100才元気
ゆとり労働就職業指
導特区

高齢健康ミネラル農法
ご提案において、「中嶋農法」事業を実施する上で支障と
なっている具体的な規制が明確でないため。

財団法人 成研会附
属 汐の宮温泉病院

食品添加物より成る
新型殺菌消毒液の
使用特区

食品添加物より成る新型殺菌
消毒液の取扱い

ご提案の内容は、薬事法等に基づく承認にあたって支障
となっている具体的な規制が明確でないため。

財団法人 成研会附
属 汐の宮温泉病
院、　医療法人 ハタ
クリニック

ラクトバチラス　カゼ
イ　ハタ株の利用─
───その免疫効
果と治療効果

ラクトバチラス　カゼイ　ハタ株
の利用

ご提案の内容は、薬事法等に基づく承認にあたって支障
となっている具体的な規制が明確でないため。

個人
環境革命企業経営
体制強化

官民依存型ＰＦＩ推進法の改正
による自治体負担の撤廃

ご提案において、支障となっている具体的な規制が明確
でないため。

個人 沖縄観光控除特区
扶養控除、基礎控除に沖縄観
光の旅行費用を上乗せする特
例。

ご提案の内容は、沖縄観光の旅行費用を所得税の基礎
控除の上限を超えて上乗せすることを単に求めるもので
あるため。

個人
中学校区を基準とした
地域ケア

校区民の自立した街作り
ご提案の内容は、地方道路整備臨時交付金の対象にバ
リアフリーの街づくりの事業費を追加することを単に求め
るものであるため。
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個人（６名）、株としけ
ん、三菱電機(株)、(株)
国際電気通信基礎技
術研究所、(株)イナゴ、
日本エレクトロニクス・
サービス(株)、(株)三菱
総合研究所、財団法人
富山県新世紀産業機
構

介護老人保健施設
のためのＩＴ活用モデ
ル特区

ネットワーク通信費用の大幅低
減措置

ご提案の内容は、介護老人保健施設におけるネットワー
ク通信料金等に対する補助金を単に求めるものであるた
め。
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